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２．売上高には、消費税等は含んでおりません。 

  

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
平成22年 

第１四半期連結 
 累計（会計）期間 

平成23年 
第１四半期連結 

 累計（会計）期間 
平成22年 

会計期間 
自平成22年１月１日 
至平成22年３月31日 

自平成23年１月１日 
至平成23年３月31日 

自平成22年１月１日 
至平成22年12月31日 

売上高（百万円）  87,084  85,724  379,509

経常利益（百万円）  12,054  16,685  65,088

四半期（当期）純利益（百万円）  7,852  4,989  41,433

純資産額（百万円）  428,357  443,015  449,394

総資産額（百万円）  511,136  520,272  508,016

１株当たり純資産額（円）  783.67  810.62  821.87

１株当たり四半期（当期）純利益 

金額（円） 
 14.43  9.17  76.14

潜在株式調整後１株当たり四半期 

（当期）純利益金額（円） 
 14.43  9.17  76.12

自己資本比率（％）  83.4  84.8  88.0

営業活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 16,362  39,616  15,572

投資活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 1,217  △777  △20,192

財務活動による 

キャッシュ・フロー（百万円） 
 △13,202  △13,163  △23,054

現金及び現金同等物の四半期末 

（期末）残高（百万円） 
 98,232  91,556  65,143

従業員数（人）  6,472  6,635  6,709
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 当第１四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

 当第１四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

（１）連結会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数を記載しております。 

（２）提出会社の状況 

（注）従業員数は就業人員数を記載しております。 

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成23年３月31日現在

従業員数（人）  6,635

  平成23年３月31日現在

従業員数（人）  4,767
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（１）生産実績 

 当社グループは医薬品事業のみの単一セグメントであり、当第１四半期連結会計期間の生産実績は次のとおりで

あります。 

（注）金額は消費税等抜きの売価換算（仕切単価ベース）であります。 

（２）商品仕入実績 

 当社グループは医薬品事業のみの単一セグメントであり、当第１四半期連結会計期間の商品仕入実績は次のとおり

であります。  

 （注）金額は消費税等抜きの実際仕入高であります。 

（３）受注状況 

 当社グループは見込み生産を行っているため、該当事項はありません。  

（４）販売実績 

 当社グループは医薬品事業のみの単一セグメントであり、当第１四半期連結会計期間の販売実績は次のとおりであ

ります。  

（注）１．前第１四半期連結会計期間及び当第１四半期連結会計期間における主な相手先別の販売実績及び当該販売実

績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２．本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３．当第１四半期連結会計期間における東邦薬品株式会社に対する販売実績は、総販売実績に対する割合が10％

未満であるため記載を省略しております。  

  

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同四半期比 
（％）  

  

 医薬品事業（百万円）  61,474  △39.1

合計（百万円）  61,474  △39.1

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同四半期比  
（％） 

  

 医薬品事業（百万円）  7,660  ＋5.3

合計（百万円）  7,660  ＋5.3

セグメントの名称 
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

前年同四半期比  
（％）  

  

 医薬品事業（百万円）  85,724  △1.6

合計（百万円）  85,724  △1.6

相手先 

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

アルフレッサ株式会社  18,887  21.7  19,427  22.7

株式会社メディセオ  15,717  18.0  17,808  20.8

株式会社スズケン  9,738  11.2  11,056  12.9

東邦薬品株式会社   8,802  10.1  －  －
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 当第１四半期連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについての重要な変更はありません。 

  

 当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。 

（１）業績の状況 

当第１四半期連結会計期間の売上高は、857億円（前年同期比1.6％減）となりました。 

年度間で変動の大きい抗インフルエンザウイルス剤「タミフル」の売上高42億円（同61.1％減）及びその他の営

業収入53億円（同約６倍増）を除いた製商品売上高は、昨年の薬価改定の影響を吸収し、762億円（同1.1％増）と

なりました。 

  

［国内製商品売上高（タミフルを除く）］ 

がん領域の売上は、310億円（同7.6％増）と増加しました。これは、１次治療・２次治療での浸透が順調な抗悪

性腫瘍剤/抗VEGFヒト化モノクローナル抗体「アバスチン」をはじめとする主力製品が順調に伸長したことにより

ます。 

骨・関節領域は、140億円（同7.7％増）と引き続き増加傾向にあります。これは、平成20年４月に関節リウマチ

等の追加承認を取得後、売上を大きく伸ばしているヒト化抗ヒトIL-６レセプターモノクローナル抗体「アクテム

ラ」の牽引によるものです。 

移植・免疫・感染症領域（タミフルを除く）は、55億円（同3.8％増）と増加しました。これは、引き続きＣ型 

慢性肝炎の市場縮小の影響を受けたものの、併用療法浸透によりペグインターフェロン-α-2a製剤「ペガシス」、

抗ウイルス剤「コペガス」が前年と同水準の売上を確保したことと、免疫抑制剤「セルセプト」の売上が増加した

ことによるものです。 

腎領域では、薬価改定と競争激化の影響により遺伝子組換えヒトエリスロポエチン製剤「エポジン」の売上が減

少し、114億円（同8.8％減）となりました。 

これらの結果、タミフルを除く国内製商品売上高は702億円（同3.2％増）となりました。 

  

［抗インフルエンザウイルス剤「タミフル」について］ 

通常シーズン向けの売上は、37億円（同164.3％増）となりました。行政備蓄向けの売上は、５億円（同94.7％ 

減）となりました。 

  

［海外製商品売上高］ 

バイオ後続品と為替の影響により遺伝子組換え型ヒトG-CSF製剤「ノイトロジン」の売上が減少したことに加

え、東日本大震災の影響で「アクテムラ」（欧州製品名：RoActemra）のロシュへの輸出が一時遅延した結果、59

億円（同20.3％減）となりました。 

  

［損益の状況］ 

タミフルの影響により製商品売上高は減少したものの、GC33の導出に伴う一時金収入やアクテムラ関連収入の増

加等によりその他の営業収入が大幅に増加したことなどから売上総利益は506億円（同10.0％増）になりました。 

販売費及び一般管理費については、営業費はコスト効率の向上に努め220億円（同3.5％減）、研究開発費は開発

テーマの進展により130億円（同6.6％増）となりました。 

その結果、営業利益は156億円（同40.5％増）、経常利益は167億円（同38.0％増）となり、四半期純利益は東日

本大震災による損失及び資産除去債務に関する会計基準の適用による特別損失を71億円計上した結果、50億円（同

36.7％減）となりました。 

  

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】
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（２）資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の総資産は5,203億円と、前連結会計年度末に比べ123億円増加しました。主な増減

は、現金及び預金255億円の増加、原材料及び貯蔵品68億円の増加、受取手形及び売掛金188億円の減少です。 

総負債は773億円と、前連結会計年度末に比べ187億円増加しました。主な増加は、支払手形及び買掛金100億円

の増加、東日本大震災による災害損失引当金65億円の増加です。 

純資産は4,430億円と、前連結会計年度末に比べ64億円減少しました。主な減少は、四半期純利益50億円を計上

した一方で剰余金の配当125億円を実施したことにより利益剰余金が75億円減少しております。 

以上の結果、自己資本比率は84.8％（前連結会計年度は88.0％）となりました。 

  

（３）キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結会計期間末の現金及び現金同等物の残高は916億円となりました（前年同期末残高982億円）。

「営業活動によるキャッシュ・フロー」は、396億円の収入(前年同期は164億円の収入)となりました。主な内訳

は、売上債権の減少額189億円、仕入債務の増加額100億円、税金等調整前四半期純利益96億円などです。 

「投資活動によるキャッシュ・フロー」は、８億円の支出（前年同期は12億円の収入）となりました。固定資産

の取得で41億円の支出、有価証券の取得と売却の純額で17億円の収入、定期預金の預入と払戻の純額で17億円の収

入がありました。 

「財務活動によるキャッシュ・フロー」は、132億円の支出（前年同期は132億円の支出）となりました。前期の

期末配当金の支払いに125億円を支出しました。 

  

（４）事業上及び財務上の対処すべき課題 

当第１四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について、重要な変更はありません。 

  

（５）研究開発活動 

当第１四半期連結会計期間における研究開発費は130億円（前年同期比6.6％増）、売上高研究開発費比率は

15.2％となりました。 

  

（注）「財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析」において、金額は億円未満を四捨五入しており

ます。また、増減及び％は億円単位で表示された数字で計算しております。 
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（１）主要な設備の状況 

 当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

（２）設備の新設、除却等の計画 

 当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はありません。 

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 (注) 提出日現在の発行済株式数には、平成23年５月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により

発行された株式数は含まれておりません。 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  799,805,050

計  799,805,050

種類 
第１四半期会計期間末 
現在発行数（株） 

（平成23年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年５月11日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式 559,685,889  559,685,889
東京証券取引所 

（市場第一部） 

完全議決権株式であ

り、権利内容に何ら

限定の無い当社の標

準となる株式であ

り、単元株式数は

100株であります。 

計  559,685,889  559,685,889 ― ― 

(2)【新株予約権等の状況】

株主総会の特別決議日（平成15年６月25日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 1,064  

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 106,400（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,454（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成15年９月１日～ 

平成25年６月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,454 

資本組入額  727 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、当社また

は当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りでない。 

② その他の条件については、平成15年６月25日株主総会

決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当を受ける者との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

代用払込みに関する事項 ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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株主総会の特別決議日（平成16年３月25日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 2,069 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 206,900（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,675（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成16年５月１日～ 

平成26年３月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,675 

資本組入額  838 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、当社また

は当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りでない。 

② その他の条件については、平成16年３月25日株主総会

決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当を受ける者との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ― 
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株主総会の特別決議日（平成17年３月23日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 2,452 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 245,200（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,649（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成17年４月１日～ 

平成27年３月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  1,649 

資本組入額  825 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、当社また

は当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りでない。 

② その他の条件については、平成17年３月23日株主総会

決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当を受ける者との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

代用払込みに関する事項  ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  
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 (注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設分

割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

２ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じ

る１円未満の端数は切り上げます。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使及び「商

法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく転換社債の転換の場合は除

く）は、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。 

さらに、当社が他社と吸収合併もしくは新設合併を行い本件新株予約権が承継される場合、または当社が新設

分割もしくは吸収分割を行う場合、当社は必要と認める払込金額の調整を行います。 

  

株主総会の特別決議日（平成18年３月23日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 3,330 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 333,000（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 2,245（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成18年４月３日～ 

平成28年３月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

発行価格  2,245 

資本組入額 1,123 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、当社また

は当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りでない。 

② その他の条件については、平成18年３月23日株主総会

決議及び取締役会決議に基づき、当社と新株予約権の

割当を受ける者との間で締結する「新株予約権割当契

約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは取締役会の承認を要するも

のとする。 

代用払込みに関する事項  ―  

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 ―  

調整後払込金額＝調整前払込金額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後払込金額＝調整前払込金額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

 (注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使していない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切り捨てるものとします。 

調整後対象株式数＝調整前対象株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、対象株式数の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、合理的な範囲で対象株

式数を調整します。 

２ 新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その額は新株予約権を行使することにより交付を受け

ることができる株式１株当たりの金銭の額（以下、「行使価額」という。）に対象株式数を乗じた金額としま

す。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により１株当たりの払込金額を調整し、調整によ

り生じる１円未満の端数は切り上げます。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使及び「商

法等の一部を改正する法律」（平成13年法律第128号）の施行前の商法に基づく転換社債の転換の場合は除

く）は、次の算式により１株当たりの行使金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」、「１株当たり払込金額」を「１株

当たり処分金額」と読み替えるものとします。 

さらに、上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価

額を調整します。  

取締役会の決議日（平成19年３月23日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 3,450 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 345,000（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 3,039（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成19年４月９日～ 

平成29年３月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

        発行価格  4,090（注)３ 

        資本組入額 2,045 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、当社また

は当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りでない。 

② その他の条件については、当社と新株予約権者との間

で締結する「新株予約権割当契約書」に定めるところ

による。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注)４ 

調整後行使金額＝調整前行使金額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使金額＝調整前行使金額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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３ 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価

単価と行使時の払込金額の合計額を記載しております。 

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた

者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づきそれぞれ交付する

こととします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとします。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づき再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。 

  

 (注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。た

だし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使していない新株予約権の目的となる株式の数につい

て行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切捨てるものとします。 

調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、募集事項を決定する取締役会決議後、株式数の調整を必要とするやむをえない事由が生じ

たときは、合理的な範囲内で当社は必要と認める調整を行います。  

取締役会の決議日（平成21年３月25日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 3,280 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 328,000（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,696（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成21年４月９日～ 

平成31年３月25日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

        発行価格    2,286（注)３ 

        資本組入額   1,143 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権の割当を受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、当社また

は当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了によ

り退任した場合、定年退職その他正当な理由のある場

合にはこの限りでない。 

② その他の条件については、取締役会決議に基づき、当

社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権割当

契約書」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要するものとする。 

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注)４ 
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２ 新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その額は、新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの金銭の額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とし

ます。 

  なお、株式分割または株式併合等により、行使価額の変更をすることが適切となった場合は、当社は必要と認

める調整を行う（調整により生じる１円未満の端数は切上げる）ものとします。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合は

除く。）は、次の算式により１株当たりの行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げま

す。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」と読み替えるものとします。 

さらに、上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価

額を調整します。 

３ 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価

単価と行使時の払込金額の合計額を記載しております。 

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた

者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づきそれぞれ交付する

こととします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとします。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づき再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。 

  

調整後行使金額＝調整前行使金額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使金額＝調整前行使金額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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 (注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により目的となる株式の数を調整するものとします。 

ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で行使されていない新株予約権の目的となる株式の数に

ついて行われ、調整の結果生じる１株未満の端数については、これを切捨てるものとします。 

       調整後株式数＝調整前株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、募集事項を決定する取締役会決議日後、株式数の調整を必要とするやむをえない事由が生

じたときは、合理的な範囲内で当社は必要と認める株式数の調整を行います。 

２ 新株予約権の行使に際して出資される財産は金銭とし、その額は、新株予約権を行使することにより交付を受

けることができる株式１株当たりの金銭の額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とします。 

３ 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価

単価と行使時の払込金額の合計額を記載しております。 

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた

者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要領に準じた条件に沿ってそれぞれ交付する

こととします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとします。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に沿って再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。 

  

取締役会の決議日（平成21年４月24日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 670 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 67,000（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成21年５月11日～ 

平成51年４月24日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

               発行価格    1,659（注)３ 

        資本組入額    830 

新株予約権の行使の条件 

① 新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日 

の翌日以降10日間に限り、新株予約権を行使するこ 

とができる。 

② その他の条件については、取締役会決議に基づき、 

当社と新株予約権者との間で締結する「新株予約権 

割当契約」に定めるところによる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、取締役会の承

認を要する。  

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注)４ 
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 (注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により、新株予約権の目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という。）を調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利

行使していない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与株

式数を調整します。 

２ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、新株予約権を行使することにより交付を受けることがで

きる株式１株当たりの金銭の額（以下、「行使価額」という。）に付与株式数を乗じた金額とします。 

なお、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円

未満の端数は切り上げます。 

また、時価を下回る価額で、新株を発行する場合または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合は

除く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は切り上げます。 

上記算式において「既発行株式数」とは、当社の発行済株式総数から当社が保有する自己株式数を控除した数

とし、自己株式の処分を行う場合には「新規発行」を「自己株式の処分」と読み替えるものとします。 

さらに、上記のほか、行使価額の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、合理的な範囲で行使価

額を調整します。 

３ 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価

単価と行使時の払込金額の合計額を記載しております。 

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた

者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づきそれぞれ交付する

こととします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとします。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づき再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。 

  

取締役会の決議日（平成22年４月23日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 3,240 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 324,000（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 1,881（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成22年５月11日～ 

平成32年４月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

        発行価格    2,372（注)３ 

        資本組入額   1,186 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当てを受けた者は、権利行使時において

も、当社または当社の子会社の取締役、監査役もしくは

従業員の地位にあることを要する。ただし、当社または

当社子会社の取締役もしくは監査役を任期満了により退

任した場合、定年退職その他正当な理由のある場合には

この限りでない。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要する。 

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注)４ 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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 (注)１ 当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により、新株予約権の目的である株式の数（以下、「付

与株式数」という。）を調整するものとします。ただし、かかる調整は、新株予約権のうち、当該時点で権利

行使していない新株予約権の目的である株式の数について行われ、調整の結果生じる１株未満の端数について

は、これを切り捨てるものとします。 

調整後付与株式数＝調整前付与株式数×分割・併合の比率 

また、上記のほか、付与株式数の調整を必要とするやむをえない事由が生じたときは、合理的な範囲で付与株

式数を調整します。 

２ 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る株式１株当たりの金銭の額を１円とし、これに付与株式数を乗じた金額とします。 

３ 「新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行価格及び資本組入額」の発行価格は、公正な評価

単価と行使時の払込金額の合計額を記載しております。 

４ 当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換または株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）については、新株予約権の割当てを受けた

者に対し、それぞれの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、

「再編対象会社」という。）の新株予約権を本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づきそれぞれ交付する

こととします。この場合においては、残存新株予約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行する

ものとします。ただし、本新株予約権の発行要領に準じた条件に基づき再編対象会社の新株予約権を交付する

旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約または株式移転計画におい

て定めた場合に限るものとします。 

   

 該当事項はありません。 

  

  該当事項はありません。  

  

  

取締役会の決議日（平成22年４月23日） 

  
第１四半期会計期間末現在 
（平成23年３月31日） 

新株予約権の数（個） 716 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 71,600（注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円） １（注)２ 

新株予約権の行使期間 
平成22年５月11日～ 

平成52年４月23日 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発

行価格及び資本組入額（円） 

               発行価格    1,518（注)３ 

        資本組入額    759  

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当てを受けた者は、当社の取締役の地位

を喪失した日の翌日以降10日間（10日目が休日にあたる

場合には翌営業日）に限り、新株予約権の全部を一括し

て行使することができる。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
譲渡による新株予約権の取得については、当社の取締役

会の承認を要する。  

代用払込みに関する事項  ― 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注)４ 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4)【ライツプランの内容】

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式
総数増減数 
（株） 

発行済株式
総数残高 
（株） 

資本金 
増減額 

（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金
増減額 

（百万円） 

資本準備金
残高 

（百万円） 

平成23年１月１日～ 

 平成23年３月31日 
 ―  559,685,889  ―  72,966  ―  92,815
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 大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりま

せん。 

  

 当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、

記載することができないことから、直前の基準日（平成22年12月31日）に基づく株主名簿による記載をしてお

ります。  

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が3,000株含まれております。また、

「議決権の数」の欄には、同機構名義の完全議決権株式に係る議決権の数30個が含まれております。 

  

②【自己株式等】 

  

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】 

 (注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。  

(6)【大株主の状況】

(7)【議決権の状況】

  平成23年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ― 

議決権制限株式（その他） ― ― ― 

完全議決権株式（自己株式等） 

（自己保有株式） 

普通株式 

 15,491,400

― 

権利内容に何ら限定の

無い、当社における標

準となる株式でありま

す。 

完全議決権株式（その他） 
普通株式 

 543,945,500  5,439,455
〃 

単元未満株式 
普通株式 

 248,989
― 〃 

発行済株式総数  559,685,889 ― ― 

総株主の議決権 ―  5,439,455 ― 

  平成23年３月31日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

（自己保有株式） 

中外製薬株式会社 

東京都中央区日本

橋室町二丁目１番

１号 

 15,491,400 ―  15,491,400  2.77

計 ―  15,491,400 ―  15,491,400  2.77

２【株価の推移】

月別 平成23年１月 ２月 ３月 

最高（円）  1,557  1,628  1,584

最低（円）  1,464  1,478  1,250

３【役員の状況】

17



１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間

（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第１四半期連結

会計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平

成23年３月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から

平成22年３月31日まで）及び前第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表については新日本有限責任監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期連結会計期間

（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）及び当第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３

月31日まで）に係る四半期連結財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けておりま

す。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

 平成22年連結会計年度                     新日本有限責任監査法人     

 平成23年第１四半期連結会計期間及び第１四半期連結累計期間   有限責任 あずさ監査法人 

  

第５【経理の状況】

18



１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 101,719 76,212

受取手形及び売掛金 94,599 113,391

有価証券 57,999 59,699

商品及び製品 85,771 89,447

仕掛品 517 20

原材料及び貯蔵品 22,223 15,417

繰延税金資産 23,128 19,926

その他 16,548 12,427

貸倒引当金 △6 △5

流動資産合計 402,501 386,537

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 50,081 50,284

その他（純額） 36,037 37,669

有形固定資産合計 ※1  86,119 ※1  87,954

無形固定資産 2,338 2,362

投資その他の資産   

投資有価証券 7,019 7,587

繰延税金資産 13,657 14,939

その他 8,811 8,821

貸倒引当金 △175 △186

投資その他の資産合計 29,313 31,161

固定資産合計 117,771 121,478

資産合計 520,272 508,016
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成23年３月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年12月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 29,505 19,489

未払法人税等 7,118 3,679

賞与引当金 8,431 4,588

災害損失引当金 6,539 －

その他の引当金 2,656 2,650

その他 17,701 24,173

流動負債合計 71,953 54,580

固定負債   

引当金 2,882 3,325

その他 2,421 716

固定負債合計 5,303 4,041

負債合計 77,257 58,621

純資産の部   

株主資本   

資本金 72,966 72,966

資本剰余金 92,815 92,815

利益剰余金 320,115 327,642

自己株式 △36,258 △36,256

株主資本合計 449,639 457,167

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 1,002 1,341

為替換算調整勘定 △9,506 △11,252

評価・換算差額等合計 △8,504 △9,911

新株予約権 848 775

少数株主持分 1,031 1,363

純資産合計 443,015 449,394

負債純資産合計 520,272 508,016
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（２）【四半期連結損益計算書】 
 【第１四半期連結累計期間】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

売上高 ※1  87,084 ※1  85,724

売上原価 41,066 35,107

売上総利益 46,017 50,616

販売費及び一般管理費   

販売促進費 3,196 2,926

給料及び手当 5,909 6,147

賞与引当金繰入額 2,842 2,424

研究開発費 12,165 13,029

退職給付費用 666 602

その他 10,160 9,922

販売費及び一般管理費合計 34,939 35,052

営業利益 11,078 15,564

営業外収益   

受取利息 86 83

為替差益 774 －

デリバティブ評価益 － 1,283

その他 389 769

営業外収益合計 1,250 2,136

営業外費用   

支払利息 0 0

固定資産廃棄損 3 10

デリバティブ評価損 76 －

為替差損 － 895

その他 193 109

営業外費用合計 274 1,015

経常利益 12,054 16,685

特別利益   

補助金収入 50 －

特別利益合計 50 －

特別損失   

災害による損失 － ※2  6,068

事業再編損 36 －

投資有価証券評価損 0 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 1,018

その他 0 1

特別損失合計 36 7,088

税金等調整前四半期純利益 12,067 9,596

法人税、住民税及び事業税 7,442 6,085

法人税等調整額 △3,511 △1,684

法人税等合計 3,930 4,400

少数株主損益調整前四半期純利益 － 5,195

少数株主利益 285 206

四半期純利益 7,852 4,989
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：百万円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年１月１日 
 至 平成22年３月31日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成23年１月１日 
 至 平成23年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益 12,067 9,596

減価償却費及びその他の償却費 4,111 3,834

減損損失 － 1

受取利息及び受取配当金 △87 △83

支払利息 0 0

固定資産除却損 20 13

固定資産売却損益（△は益） 0 0

投資有価証券売却及び評価損益（△は益） 0 －

災害損失 － 6,068

売上債権の増減額（△は増加） 36,080 18,909

たな卸資産の増減額（△は増加） △7,496 △3,467

仕入債務の増減額（△は減少） 1,209 9,974

その他 △7,333 △2,734

小計 38,574 42,112

利息及び配当金の受取額 89 90

利息の支払額 △3 △0

法人税等の支払額 △22,297 △2,585

営業活動によるキャッシュ・フロー 16,362 39,616

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △2,649 △622

定期預金の払戻による収入 11,586 2,307

有価証券の取得による支出 △33,697 △24,996

有価証券の売却による収入 30,200 26,700

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

投資有価証券の売却による収入 500 －

固定資産の取得による支出 △4,746 △4,147

固定資産の売却による収入 22 2

その他 3 △18

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,217 △777

財務活動によるキャッシュ・フロー   

自己株式の純増減額（△は増加） △2 △1

配当金の支払額 △12,525 △12,525

少数株主への配当金の支払額 △672 △630

その他 △1 △5

財務活動によるキャッシュ・フロー △13,202 △13,163

現金及び現金同等物に係る換算差額 △624 737

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 3,754 26,413

現金及び現金同等物の期首残高 94,478 65,143

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  98,232 ※1  91,556
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

会計処理基準に関する事項の変更 （１）資産除去債務に関する会計基準の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」

（企業会計基準第18号 平成20年３月31日）及び「資産除去債務に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月

31日）を適用しております。 

 これにより、営業利益及び経常利益はそれぞれ22百万円、税金等調整

前四半期純利益は1,040百万円減少しております。 

（２）企業結合に関する会計基準等の適用 

 当第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企

業会計基準第21号 平成20年12月26日）、「連結財務諸表に関する会計

基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）、「「研究開発費等

に係る会計基準」の一部改正」（企業会計基準第23号 平成20年12月26

日）、「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号 平成20

年12月26日）、「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 平

成20年12月26日公表分）及び「企業結合会計基準及び事業分離等会計基

準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号 平成20年12月26

日）を適用しております。 

 これにより、連結子会社の資産及び負債の評価方法を部分時価評価法

から全面時価評価法へ変更しております。なお、当該変更による四半期

連結財務諸表に与える影響はありません。 

【表示方法の変更】

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

（四半期連結損益計算書） 

  「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、

様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用によ

り、当第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目で表示しております。 
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該当事項はありません。 

    該当事項はありません。 

【簡便な会計処理】

  
当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１．たな卸資産の評価方法 当第１四半期連結会計期間末のたな卸高の算出においては、前連結会計年

度末の実地たな卸高を基礎として、合理的な方法により算定しておりま

す。また、たな卸資産の簿価切下げにおいては、収益性の低下が明らかな

ものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によって

おります。 

２．固定資産の減価償却費の算定方法 定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の

額を期間按分して算定する方法によっております。 

３．法人税等並びに繰延税金資産及び繰

延税金負債の算定方法 

一部の連結子会社は、法人税等の納付税額の算定並びに繰延税金資産及び

繰延税金負債の算定に関して、加味する加減算項目や税額控除項目を重要

なものに限定する方法によっております。 

繰延税金資産の回収可能性の判定に関して、前連結会計年度末以降に経営

環境等に著しい変化がなく、かつ、一時差異等の発生状況に著しい変化が

ないと認められる場合には、前連結会計年度決算において使用した将来の

業績予測やタックス・プランニングを利用する方法によっており、前連結

会計年度末以降に経営環境等に著しい変化があるか、または、一時差異等

の発生状況に著しい変化が認められた場合には、前連結会計年度決算にお

いて使用した将来の業績予測やタックス・プランニングに当該著しい変化

の影響を加味したものを利用する方法によっております。 

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】

【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であります。 

181,745 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額は、 百万円

であります。 

177,381

 ２ 偶発債務（保証債務） 

従業員の金融機関借入金     

（住宅資金）に対する債務保証 326百万円

 ２ 偶発債務（保証債務） 

従業員の金融機関借入金     

（住宅資金）に対する債務保証 352百万円
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当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平

成23年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

普通株式 559,685,889株 

２．自己株式の種類及び株式数 

普通株式  15,492,277株 

３．新株予約権等に関する事項 

ストック・オプションとしての新株予約権 

 新株予約権の四半期連結会計期間末残高  親会社 848百万円 

４．配当に関する事項 

（１）配当金支払額 

（２）基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期連結会計期間末

後となるもの 

 該当事項はありません。 

（四半期連結損益計算書関係）

前第１四半期連結会計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結会計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 売上高の内訳 ※１ 売上高の内訳 

商品及び製品売上高 86,190百万円

その他の営業収入 894百万円

商品及び製品売上高 80,389百万円

その他の営業収入 5,334百万円

―――――― 

  

※２ 災害による損失 

東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する

費用等（保険金控除後）を計上しており、その内訳

は、宇都宮工場等の資産の滅失損失、撤去・原状回

復費用、操業停止期間中の固定費等であります。 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成22年３月31日現在）

現金及び預金勘定 百万円101,135

預入期間が３か月を超える定期

預金 
百万円△2,902

現金及び現金同等物 百万円98,232

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

（平成23年３月31日現在）

現金及び預金勘定 百万円101,719

預入期間が３か月を超える定期

預金 
百万円△10,162

現金及び現金同等物 百万円91,556

（株主資本等関係）

  
（決議） 

株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり 
配当額（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成23年３月24日 

定時株主総会 
普通株式  12,516  23 平成22年12月31日 平成23年３月25日 利益剰余金

25



前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 当社及び連結子会社は「医薬品事業」のみの単一セグメントであり、同事業以外に事業の種類がないため

該当事項はありません。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 本邦の売上高は、全セグメントの売上高の合計に占める割合が90％超であるため、所在地別セグメント情

報の記載を省略しております。 

前第１四半期連結累計期間（自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日） 

 海外売上高は、8,173百万円であり連結売上高の10％未満のため、国または地域ごとの海外売上高の記載

を省略しております。  

当第１四半期連結累計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

  当社グループは「医薬品事業」のみの単一セグメントのため、記載を省略しております。 

  

  （追加情報） 

当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 

平成21年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第20号 平成20年３月21日）を適用しております。 

  

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日） 

支払手形及び買掛金が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、かつ、前連結会計年度の

末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注） 金融商品の時価の算定方法 

 支払手形及び買掛金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっております。 

  

当第１四半期連結会計期間末（平成23年３月31日） 

 対象物の種類が通貨であるデリバティブ取引が、企業集団の事業の運営において重要なものとなっており、

かつ、前連結会計年度の末日に比べて著しい変動が認められます。 

 （注） ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引はありません。 

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

【セグメント情報】

（金融商品関係）

科目 
四半期連結貸借対照表
計上額（百万円） 

時価（百万円） 差額（百万円） 

支払手形及び買掛金  29,505  29,505 ― 

（デリバティブ取引関係）

対象物の種類 取引の種類 契約額等（百万円） 時価（百万円） 評価損益（百万円）

通貨 

為替予約取引 

 買建 

  スイスフラン 

  アメリカドル 

 売建 

  スイスフラン 

 

 

 

 

22,176

4,859

2,708

 

 

 

 

1,008

115

△9

 

 

 

 

1,008

115

△9
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当第１四半期連結会計期間（自 平成23年１月１日 至 平成23年３月31日） 

 ストック・オプションに係る当第１四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

  販売費及び一般管理費  73百万円 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額等 

（注）１株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおり

であります。 

該当事項はありません。 

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係）

（１株当たり情報）

当第１四半期連結会計期間末 
（平成23年３月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年12月31日） 

１株当たり純資産額 810.62円 １株当たり純資産額 821.87円

前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 14.43円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
14.43円

１株当たり四半期純利益金額 9.17円

潜在株式調整後１株当たり四半期

純利益金額 
9.17円

  
前第１四半期連結累計期間 
（自 平成22年１月１日 
至 平成22年３月31日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 平成23年１月１日 
至 平成23年３月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（百万円）  7,852  4,989

普通株主に帰属しない金額（百万円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（百万円）  7,852  4,989

期中平均株式数（株）  544,188,337  544,194,138

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（百万円）  ―  ―

普通株式増加数（株）  102,833  142,044

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

 ―  ― 

（重要な後発事象）

２【その他】
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該当事項はありません。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年５月13日

中外製薬株式会社 

取締役会 御中 

新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 岸上 恵子    印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 紙谷 孝雄    印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 田中 葉子    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中外製薬株式会

社の平成22年１月１日から平成22年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成22年１月１日から平成

22年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成22年１月１日から平成22年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中外製薬株式会社及び連結子会社の平成22年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年５月11日

中外製薬株式会社 

取締役会 御中 

有限責任 あずさ監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 鈴木 輝夫    印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 椎名 弘     印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 小林 茂夫    印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている中外製薬株式会

社の平成23年１月１日から平成23年12月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（平成23年１月１日から平成

23年３月31日まで）及び第１四半期連結累計期間（平成23年１月１日から平成23年３月31日まで）に係る四半期連結財務

諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・フロー計算書について四半

期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から四半期連

結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、中外製薬株式会社及び連結子会社の平成23年３月31日現在の財政状態

並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していない

と信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。 

２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 




